
 

安芸太田町人材育成・交流センター指定管理仕様書 

 

１ 趣旨 

 この仕様書は、安芸太田町の公の施設である「安芸太田町人材育成・交流センター」（以下「施

設」という。）の指定管理者が行う業務内容及び詳細について、「安芸太田町人材育成・交流セン

ター条例」（以下「条例」という。）並びに「安芸太田町人材育成・交流センター管理運営規則」

（以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定める。 

 

２ 施設の設置目的 

 施設は、広島県立加計高等学校生徒等の青少年等が、地域資源の活用や地域課題の解決を図ろ

うとする意識を醸成するとともに、青少年等の主体的な実践を支援することによる人材育成の拠

点とするため設置するものである。 

 併せて、広島県立加計高等学校生徒の居住機能、学習支援機能を持たせることにより、全国各

地、さらには海外から入学する生徒の受入体制を充実させ、加計高等学校を核として、地域創生

の担い手を育成しようとするものである。 

 

３ 管理対象施設  

指定管理に係る管理対象施設は、次のとおりです。  

項 目        内    容 

所在地  広島県山県郡安芸太田町大字加計3830番地１ 

敷地面積  2,727.07㎡ 

延床面積  1,394.69㎡  

構造  鉄骨造 地上２階 

開設年月日  令和４年４月 

施設概要  

 

寮棟 

（１階） 

居室： 30室（うち静養室2室）  

交流スペース（ミニキッチン付）：１か所 

洗面・洗濯コーナー：２か所 

トイレ：8室 シャワー：8室 

管理人室：１室  宿直室：１室 

（２階） 

居室：30室（うち静養室2室） 

交流スペース（ミニキッチン付）：１か所 

洗面・洗濯コーナー：２か所  

トイレ：8室 シャワー：8室 

管理人室：１室  宿直室：１室 

学習室：２階１か所（間仕切り可能） 



食堂棟 

学習・交流スペース兼食堂：１か所、 

トイレ３室（うち1室多目的） 

厨房：配膳コーナー、洗浄コーナー、厨房事務室、 

食品庫、職員更衣室、職員トイレ、洗浄室、仕出室 

 

４ 利用形態  

（１） 加計高校生徒利用 

  加計高等学校に通学する生徒のうち、自宅からの通学が困難な生徒を対象として、居室及び 

 生活に必要な設備を提供する。 

  居室の利用料金には、朝食、夕食の提供を含める。 

（２）一般利用 

  食堂兼交流スペースを町内のサークル活動団体等が活用することも想定しているが、基本的

な高校生、加計高校生の利用を優先することとし、一般利用は、高校の長期休暇中等を想定し

ている。 

  高校生徒と地域住民との交流活動は一般利用としての取扱いではなく、（１）加計高校生徒

利用として取り扱う。 

（３）指定管理者による自主事業のための利用 

  当該施設を有効に活用し、加計高校生徒の他、町民福祉の向上に資する継続的な取組みを

行う。 

 

５ 利用料金 

（１）安芸太田町人材育成・交流センターの利用料金  

町が安芸太田町人材育成・交流センター条例（令和３年安芸太田町条例第 30号）（以下「条

例」という。）で規定する利用料金の額の範囲で、利用料金を設定することができます。原則

として、設定した利用料金は指定期間内での変更はできません。  

   条例で規定する本施設の利用料金は次のとおりです。 

なお、この利用料金は指定管理期間内においても見直される可能性があります。  

使用区分 単位 利用料金の額 

居室 月額 40,000円～50,000円 

交流スペース 半日（４時間）当たり 3,000円～5,000円 

 

６ 管理運営に関する基本的事項 

（１）この仕様書のほか、地方自治法等関係法令、条例等、規則等を遵守すること。 

（２）条例及び規則等に規定する設置理念に基づき、管理運営を行うこと。 

（３）施設利用者の安全確保を第一とすること。 

（４）公の施設であることを認識し、公平な管理運営を行うこととし、特定の個人や団体に対し

て、有利又は不利になるような取扱いをしないこと。 

（５）利用者の要望や意見を管理運営に反映させ、利用者にとって快適な施設であることに努め

ること。 

（６）サービス水準の維持向上に努め、安定的かつ継続的なサービスの提供がなされるよう管理

運営を行うこと。 



（７）効率的で効果的な管理運営を行い、経費の節減に努めること。 

（８）個人情報の保護を徹底すること。 

（９）ゴミの減量、温室効果ガス排出量の削減等環境に配慮した管理運営を行うこと。 

（10）適切な広報を行うなど、施設の利用促進を積極的に図ること。 

（11）地域住民等と良好な関係を維持しながら、管理運営を行うこと。 

（12）魅力ある自主事業を実施し、町民サービスの向上に努めること。 

 

７ 指定管理者が実施する業務の範囲 

 施設の管理運営を実施するにあたっての業務は次のとおりとする。 

（１）施設の使用の許可及び使用の制限に関する業務 

（２）施設の維持管理及び運営に関する業務 

  下記設備の日常点検、法定点検、定期点検及び清掃等を行うこと。 

  ・消防用設備保守点検（法定に基づく） 

  ・自家用電気工作物保守管理（法定に基づく） 

  ・水道設備点検（漏水や錆の混入の有無などを日常的に自主点検） 

  ・消防設備点検（防火扉作動状況の確認、非常ブザーの音響状況確認など定期的に自主点検） 

  ・電気設備点検（外灯作動状況の確認など定期的に自主点検） 

  ・ガス設備保守点検（ガス漏れ確認など定期的に自主点検） 

（３）使用者が施設又は附属施設を損傷し、又は滅失したときにおける損害賠償請求の手続き 

  に関する業務 

（４）利用料金の徴収に関する業務 

（５）施設の設置目的を達成するための事業に関する業務 

（６）使用者の利便性を向上させるために必要な業務 

（７）前各号に定めるもののほか、施設の運営に関する業務のうち、町長のみが行うことのでき 

  る権限に関する事務を除く業務 

 

８ 指定管理業務に要する経費の考え方 

 寮の運営は、指定管理者制度を導入して管理運営を行っています。施設の運営方法は、従来

からの方法を参考としつつ、問題発生時には速やかに改善策を講じるなど、経費節減と町民サ

ービスの向上を目指すこと。 

また、施設の維持管理、定期点検及び清掃等についても参考としつつ、業務内容、発注方法、

業者選択方法などを工夫することで、経費節減と維持管理方法の向上を目指すこと。 

経費算定を行う上での参考として、町が試算した維持管理の内容を提示します。 

（１）指定管理料 

指定管理業務に要する経費については、指定管理者から提出される収支計画書等の内容を踏

まえ、予算編成方針に基づく編成過程や議会の予算の議決を経て、予算の範囲内で年度ごとに

別途締結する年度別協定の中で金額、支払時期、方法等を定め、指定管理料として指定管理者

に支払うこととする。 

 

 

 

 



（２） 施設運営収入 

  施設運営収入の見込みは次のとおりです。 

（単位：千円） 

区分 R6年度 R7年度 R8年度 

居室利用料 

（利用室数） 

28,800 

（60） 

28,800 

（60） 

28,800 

（60） 

  本施設では、利用料金制を採用することとし、指定管理者は、町が支払う指定管理料のほか、

条例第８条に規定する利用者が支払う利用料金を収入とすることができる。 

（３）維持管理運営費                      （単位：千円） 

歳 出 

 

令和4年度 

 

積算根拠 

人件費 21,392 管理責任者、従業員、調理員（朝・夕食）、宿直員 

光熱水費 

 

11,308 電気、ガス、上下水道等  

食材費 

 

12,420 賄材料費（朝・夕食） 

人材育成費 3,000 
青少年等の人材育成、交流事業経費で自主事業に係る

経費を除く。 

委託料 

 

1,298 消防・電気設備点検、清掃等 

合  計 

 

49,418  

（４）指定管理料の精算 

  指定管理業務を町が求める内容どおりに確実に実施する中で、利用料金収入の増加、経費の

節減など指定管理者の営業努力により生み出された剰余金については、原則として精算による

返還を求めない。ただし、当該剰余金が極めて多額となる場合は、町と指定管理者が協議の上、

一定の金額を町に納付させることができる。 

  また、利用料金収入の減少や指定管理者の運営に起因する不足額が生じた場合は、原則とし

て補填は行わない。 

（５）管理口座、区分経理 

  指定管理業務に係る経費及び収入は、団体自体の口座とは別の口座で管理とする。 

（６）指定管理料に含まれる経費 

  指定管理料に含まれる経費は次のとおりとする。 

  ① 人件費 

  ② 施設を管理する上で必要な工事及び修繕費、原材料費、清掃費等 

  ③ 指定管理業務を実施するために必要な消耗品費や日常工具類 

  ④ 施設の設備・備品の保守点検に係る費用 

  ⑤ 事務所機能を維持するための費用 

    電話、FAX、インターネット接続等の通信費、郵便料、事務消耗品等 

  ⑥ 施設に係る燃料費及び光熱水費 

  ⑦ 青少年等の人材育成等に関する活動に係る費用 

  ⑧ 居室利用する加計高校生の朝食、夕食の提供に係る食材料費用 

  ⑨ 車両運行に係る維持管理等の経費 

 



９ 施設の管理運営及び利用に関する業務基準 

（１）施設又は設備の利用の許可に関すること 

①条例等に規定する使用の許可に関する条項に抵触した者又は明らかに抵触すると認め 

られる者に対しては、利用の許可をしないこと。 

②条例等に規定する使用の制限に関する条項に抵触する者又は明らかに抵触すると認め 

られる者に対しては、許可した事項を変更し、又は許可を取り消し、若しくは中止を命ず 

ること。 

（２）管理運営の体制整備、従業員の配置、研修等に関すること 

①施設にかかる管理運営業務全般を統括する管理責任者を必ず１名配置し、町担当課と連 

携が取れる体制を構築すること。 

②利用料金の徴収、収納、保管及び納付等について適正な管理を行うこと。 

③法令等に基づく必要な資格を有する従業員を配置すること。 

   但し、業務の一部であって、専門的な知識又は技術を要し、自ら運営することが困難な 

もの又は運営上特に効果的であると認められるものについては、町の承認を得て、再委託 

することができるものとする。 

④労働基準法、労働安全衛生法、その他労働関係法令を遵守し、施設の運営に支障のない 

   ように従業員を配置すること。 

⑤従業員の勤務形態は、施設の運営に支障のないように定めること。 

⑥従業員に対しては、施設の運営に必要な研修を積極的に実施すること。 

⑦防犯・防災対策等の緊急時対策や個人情報の保護、情報の公開等については、充分研修 

   するとともに、周知・徹底すること。 

⑧利用者の安全に充分注意が払えるよう従業員、宿直員を配置すること。 

⑨居室利用する加計高校生の朝食、夕食を提供するよう調理員を配置すること。 

⑩その他体制の整備に必要な従業員を配置すること。 

（３）利用料金に関すること 

  利用料金の設定（条例等に規定する範囲で町長の承認が必要）及び徴収に関する業務を行う 

 こと。 

（４）利用料金の減額、免除又は還付に関すること 

  指定管理者は、条例又は町長が特に必要と認める場合、利用料金の全部又は一部を減額し、 

 又は免除し、若しくは還付することができるが、利用料金の減少分は補てんしない。 

（５）施設の情報発信、広報に関すること 

  町が適当と認めるときは、施設管理運営業務に関する事項において広報紙等を利用すること 

 ができる。 

 

10 施設の維持管理・運営に関する業務基準 

（１）施設及び設備機器の保守点検、維持管理業務に関すること 

①指定管理者は、施設を適正に管理運営するために利用者が安全かつ快適に利用できるよ 

  う、施設及び設備機器（以下「施設設備等」という。）の保全及び美観を維持すること。 

②施設整備等については、運転及び操作に対して充分な知識を有する者が、故障のないよ 

うに運転・操作するとともに、動作確認、調整・整備等の日常点検を実施し、故障を未然に 

  防ぎ、施設の供用に支障をきたさないよう努めること。 

③各種法令に規定される点検にあっては、それらの関係法令を遵守すること。 



（２）施設の清掃、警備、植栽の維持管理等の業務に関すること 

①指定管理者は、施設内及び敷地内について良好な衛生環境と美観の維持に心がけ、施設 

として安全かつ快適な空間を保つために、清掃、警備、植栽の維持管理等の業務を定期的に 

実施すること。なお、前述する業務に要する費用は、すべて指定管理者の負担とする。 

②清掃業務 

   施設内及び敷地内においては、衛生管理に充分留意し、利用者が安心して利用できる環境 

  の確保を目的とし、実施すること。なお、業務管理基準は以下のとおり。 

  ・玄関、廊下、洗面コーナー、洗濯コーナー、トイレ、シャワー室、食堂兼交流スペースの 

食堂トイレの清掃は１日１回以上実施のこと 

  ③警備業務 

   施設内及び敷地内の防犯、防火等に万全を期し、利用者が安心して利用できる環境の確保 

  を目的とし、実施すること。 

④花壇、樹木等の維持管理業務 

   年間を通じて植栽等の美化に努めること。なお、業務管理基準は以下のとおり。 

  ・草刈範囲については、草の高さが５ｃｍ以上となったら草刈を確実に行うこと 

  ・植木植栽については、年に３回以上実施すること。 

（３）施設、設備機械の改修及び修繕に関すること 

施設設備等の大規模改修、改造、増築、１件あたり 20万円を超える修繕等に係る費用に 

ついては、町の負担とする。なお、前述する額には、消費税、地方消費税を含む。 

（４）施設に備え付ける備品の取扱いに関すること 

施設に備えつける備品については、利用者の利用に支障が生じることのないよう常に保守 

点検を行うとともに、不具合の生じた備品については都度取扱いを協議する。 

（５）施設周辺の維持管理に関すること 

  指定管理者は、近隣住民又は地域自治振興会との良好な関係等を保つため、施設周辺の維持 

管理を行うこと。 

（６）利用者の安全の確保、防災、災害対応に関すること 

①本施設の利用者、来場者等の急な病気、けが等に対応できるよう、対応マニュアルを作成

するとともに、近隣の医療機関等と連携し、緊急時には的確な対応を行うこと。また、利

用者、来場者等が死亡又は重傷等の重大な事故が起こった場合は、ただちに町にその旨を

連絡すること。なお、対応について記録を残し、報告書を提出すること。  

②災害等緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保等及び必要な通報等についてのマニュアル

を作成し、緊急事態の発生時には適切に対応すること。また、防火管理者を設置し、防火・

防災に関する防災計画、消防計画等を作成し、訓練を実施すること。 

大規模災害時等、町が本施設を緊急に使用する必要があるときは、町の指示を優先するこ

と。  

なお、警察、消防等に要請するような災害等の緊急事態が発生した場合には、ただちに

町にその旨を連絡すること 

（７）保険の加入に関すること 

①施設又は設備の不備又は瑕疵により、他人に損害を与えた場合の賠償金を担保するため、

指定管理者において賠償責任保険に加入すること。また、被保険者は、安芸太田町及び指

定管理者が範囲となる保険とすること。 

②施設に対する火災、土砂災害、風水害等の損害を担保するため、町において建物災害共済



に加入すること。 

（８）青少年等の人材育成等に関する活動に供する事業に関すること 

 ①青少年等の人材育成に関する活動に供する事業 

 ア 寮生活における人材育成 

  寮での共同生活において、協調性、自立性等社会に出てから必要な人間関係力を形成

するための日常的な指導による人材育成を行うこと。 

 イ 寮生活以外の人材育成（加計高校との連携により実施） 

     高校生等が地域等の課題を発見し、生徒が課題意識を共有して、解決しようとする自

主的な活動の支援を行うこと。 

②町民の交流の場としての利用に供する事業 

地域住民との交流活動、国際交流活動等、高校生等が日常的に多様な人々と交流する機

会を創出する事業を実施すること。 

（９）自主事業のための利用に関すること 

  指定管理者において当該施設を有効に活用し、加計高校生徒の他、町民福祉の向上に資する

継続的な取組みを行うこと。 

 

11 施設の管理運営又は維持管理に付随する業務 

（１）事業計画書、事業実施報告書等の作成に関すること 

① 事業計画書に関すること 

   指定管理者は、次に掲げる事項を記載した計画書類を基本協定書で定めるところにより町

が指定する期日までに提出し、町の承認を得るものとする。なお、事業の内容変更及び自主

事業の取扱いについても、同様とすること。 

  ア 当該年度の管理運営業務の実施に係る事項 

  イ 当該年度の管理運営に係る収支予算書 

  ウ その他町が求める書類 

② 事業報告に関すること 

  ア 毎年度終了後に提出する報告書 

   指定管理者は、次に掲げる事項を記載した報告書類を基本協定書で定めるところにより提   

  出し、町の承認を得るものとする。 

  ・当該年度の管理運営業務の実施状況に関する事項 

  ・当該年度の管理施設の利用状況に関する事項 

  ・利用収入の実績、管理経費等の収支状況等 

  ・自主事業の実施状況とその収支状況 

  ・施設の利用等にかかる各種統計書類 

  ・当該年度の団体の経営状況を説明する書類 

  ・当該年度の管理施設の電気、その他エネルギー（ガス等）の使用量等に関する書類 

  ・その他町が求める書類 

  イ 毎月終了後に提出する報告書 

   指定管理者は、当該月の管理業務の実施状況報告書（施設の利用状況、管理運営業務の実 

  施状況、利用料金の収支状況、修繕の実施状況等）を提出するものとする。 

（２）現状回復の義務に関すること 

 指定管理者は、指定管理期間の終了までに施設及び設備、備品について現状に回復し、町  

に明け渡さなければならない。現状回復に要する費用は、指定管理者の負担とする。なお、 



町が認めた場合には、指定管理者は現状回復を行わずに、別途町が定める状態で町に対して 

明け渡すことができるものとする。 

（３）利用者の要望・苦情処理に関すること 

  施設の管理に関して、利用者その他町民からの要望、苦情等は、指定管理者において迅速 

 かつ適切に対応し、随時町長に報告すること。また、要望、苦情等の対応上必要と認めるとき 

 は、指定管理者に対し報告を求め、現地を調査し、又は必要な指示を行う。 

 

12 責任分担に関すること 

  施設の管理運営上利用者等との間で生じた問題については、下記「施設責任分担表」のとお 

 りとする。分担表で定める事項で疑義がある場合又は特に定めのない事項については、協議の 

 上責任分担を決定する。 

種  類 内    容 
負担者 

 町  指定管理者 

物価変動 
人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増  ● 

原契約と変動後の金額の差に対し 15/1000以上 ●  

金利変動 
金利の変動に伴う経費の増  ● 

原契約と変動後の金額の差に対し 15/1000以上 ●  

周辺地域・住民及び
施設利用者への対
応 

地域との協調  ● 

指定管理、運営業務内容に対する住民及び施設利用者
からの反対、訴訟、要望への対応 

● ● 

上記以外 ●  

法令の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更 ● ● 

指定管理者に影響を及ぼす法令変更 ● ● 

税制度の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 ●  

一般的な税制変更  ● 

政治、行政的理由に
よる事業変更 

政治、行政的理由から、施設管理、運営業務の継続に
支障が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀なくさ
れた場合の経費及びその後の維持管理費における当
該事情による増加経費負担 

● ● 

不可抗力 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争
乱、暴動、世界的な感染症の流行（パンデミック）そ
の他の町又は指定管理者のいずれの責めにも帰すこ
とのできない自然的又は人為的な現象）に伴う、施設、
設備の修復による経費の増加及び事業履行不能 

●  

書類の誤り 

業務基準書等町が責任を持つ書類の誤りによるもの ●  

事業計画書等指定管理者が提案した内容の誤りによ
るもの 

 ● 

資金調達 

経費の支払遅延（町⇒指定管理者）によって生じた事
由 

●  

経費の支払遅延（指定管理者⇒町）によって生じた事
由 

 ● 

施設・設備の損傷 

管理者としての注意義務を怠ったことによるもの  ● 

経年劣化によるもの（想定金額 20 万円未満の小規模
なもの） 

 ● 

経年劣化によるもの（上記以外） ●  



第三者の行為から生じたもので、相手方が特定できな
いもの（想定金額 20万円未満の小規模なもの） 

 ● 

第三者の行為から生じたもので、相手方が特定できな
いもの（上記以外のもの） 

●  

資料等の損傷 

管理者としての注意義務を怠ったことによるもの  ● 

第三者の行為から生じたもので、相手方が特定できな
いもの（想定金額 20万円未満の小規模なもの） 

 ● 

第三者の行為から生じたもので、相手方が特定できな
いもの（上記以外のもの） 

●  

第三者への賠償 

管理者としての注意義務を怠ったことにより損害を
与えた場合（ただし、この場合の管理者としての注意
義務は、安芸太田町人材育成・交流センター指定管理
仕様書に記された範囲内のものとし、予見不可能な事
故等は含まれない） 

 ● 

上記以外の理由により損害を与えた場合 ●  

セキュリティ 警備不備による情報漏洩、犯罪発生  ● 

事業終了後の費用 
指定管理業務の期間が終了した場合又は期間中途に
おける業務を廃止した場合における事業者の撤収費
用 

 ● 

 

13 個人情報の保護、情報公開に関すること 

（１）個人情報の保護に関すること 

  指定管理者が取り扱う個人情報については、個人情報保護条例（平成 16年安芸太田町条例 

 第９号）及び指定管理者条例の規定により、個人情報の漏洩、滅失又は毀損の防止その他保 

 有する個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じること。 

  また、指定管理者又は指定管理業務に従事する者は、当該管理業務により知り得た個人情報 

 を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。 

（２）情報の管理及び公開に関すること 

  指定管理者は、公の施設の指定管理業務において指定管理者が取り扱う情報について、安芸 

太田町情報公開条例（平成 16年安芸太田町条例第８号）に基づき、当該施設の管理運営に 

ついて情報公開請求がなされたときは、これに協力しなければならない。 

（３）調査、指示、監査、立入検査等 

① 町は必要に応じ、施設・物品・各種帳簿等並びに管理運営の状況に関し報告を求め、実 

地に調査・検査し、又は必要な指示を行う。指定管理者は、合理的な理由なく、これを拒否 

できない。 

② 前号の規定に基づき、町から指示等があった場合には、速やかに改善等を行うこと。 

③ 町長が要求するとき、又は監査委員が必要と認めるときは、指定管理者が実施する管理 

運営業務に係る出納関連の事務について監査の対象となる。 

④ 指定管理者は、施設の管理運営業務の実施に関し、各種法令等に基づいて実施される官 

公庁の立入検査等に立会し、検査官の質問等に適切に対処するとともに、指摘事項について 

は迅速に処理すること。 

 

14 町、その他関連団体との協議、連絡調整 

（１）指定管理者は、この仕様書に規定するほか、指定管理者の業務の内容及び処理について、 

 疑義が生じた場合は、町と協議し決定すること。 

（２）指定管理業務の遂行にあたっては、広島県立加計高等学校、商工会、地域商社、地元自治



会等との良好な関係を維持すること。 

 

15 その他業務を実施するにあたっての注意事項 

（１）業務の全部又はその主たる業務を一括して第三者に下請けさせ、又は再委託することはで 

きない。 

（２）管理業務の実施にあたり、人員の雇用、再委託、物品の調達等を行う場合は、町経済の活

性化と町内企業の育成のため、安芸太田町内での雇用、中小企業を最優先として活用すること。 

（３）指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定等を作成する場合は、町と協議を行うこと。 

（４）大規模災害が発生した場合においては、町が緊急に施設を使用する必要がある場合は、町 

 の指示により管理を行うものとする。 

（５）指定管理業務の実施に係る引継ぎについて 

  ① 指定管理者は、町の指示により業務の開始前までに事務の引継ぎ及び各業務の習得を行 

  うこと。なお、事務引継ぎ等にかかる費用については、指定管理者の負担とする。 

  ② 指定管理者は、指定期間満了の日までに、必要な事項を記載した業務引継書等を作成し、 

  新たな指定管理者との間で、円滑かつ支障なく施設の管理業務を実施できるよう、適切な 

  業務引継ぎを行うこと。また、新旧指定管理者は、業務の引継ぎの完了を示す書面を取り交 

わし、その写しを町に提出すること。 


